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２年目の処理
(単位：円)

１．前提

(1) 連結納税グループは、親法人Ｐ・子法人Ａ・子法人Ｂの３社で構成されています。

(2) 中間申告分の連結法人税は、連結親法人が予定申告により納めています。そのため、各連結法人の中間

分の連結法人税個別帰属額等は計算していません(年税額を確定分として計算しています)。

(3) 設例を分かりやすくするために、法人税率20％・地方法人税率5％と仮定して税額を計算しています。

(4) 各子法人の税額の発生状況は、次のとおりです。

会計上の金額 税務上の金額

前期 当期 前期 当期

個別帰属額 連結法人税個別帰属額等 個別帰属額 連結法人税個別帰属額等

所得税 所得税

確定分 中間分 確定分 合計 確定分 中間分 確定分 合計

子法人Ａ △30,000 5,000 － △70,000 △70,000 △27,000 5,000 － △68,000 △68,000

子法人Ｂ 40,000 20,000 － 150,000 150,000 35,000 20,000 － 148,000 148,000

(注)１．連結法人税個別帰属額等には、連結地方法人税個別帰属額も含まれます。

２．連結法人税個別帰属額等の計算においては、源泉所得税の額が控除されています。その結果、子法人Ａの確定申

告分については、源泉所得税5,000円の還付分が含まれています。

■「連結法人税等の納付」と「連結法人税個別帰属額等の精算」のイメージ図

親法人Ｐ 連結法人税等の納付
国

(納税義務者)

前期確定分27,000円の受取り 前期確定分35,000円の支払い

子法人Ａ 子法人Ｂ

(グループの一員) (グループの一員)

前期 確定 △27,000 前期 確定 35,000

当期 確定 △68,000 当期 確定 148,000

●子法人Ａは、前期確定分の連結法人税個別帰属額等(27,000円)を親法人Ｐから受け取りました。

●子法人Ｂは、前期確定分の連結法人税個別帰属額等(35,000円)を親法人Ｐに支払いました。

●中間分の個別帰属額については、連結親法人と連結子法人で決済を行っていません。

２．子法人Ａ(赤字法人)の場合

(1) 会計処理

① 前期確定分の連結法人税個別帰属額の精算

子法人Ａは、親法人Ｐから前期確定分の個別帰属額(27,000円)を受け取りました。また、未収入金の残

額3,000円を取り崩しました。

(借)現金及び預金 27,000 (貸)親会社未収入金 27,000 Ａ

(借)法人税、住民税及び事業税 3,000 (貸)親会社未収入金 3,000 Ｂ
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② 源泉所得税の計上

受取配当金に対する源泉所得税(5,000円)を損金経理しました。

(借)法人税、住民税及び事業税 5,000 (貸)受取配当金 5,000 Ｃ

③ 確定分の連結法人税個別帰属額等の計上

子法人Ａは、親法人Ｐから受け取る確定分の連結法人税個別帰属額等(70,000円)を未収入金として計上

しました。

(借)親会社未収入金 70,000 (貸)法人税、住民税及び事業税 70,000 Ｄ

(2) 損益計算書・貸借対照表

損益計算書 貸借対照表

税引前当期純利益 △300,000 親会社未収入金 70,000

法人税、住民税及び事業税 △ 62,000

当期純利益 △238,000

(3) 入力画面

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表4の2付表・別表5の2(2)付表]タブ

Ｄ－Ｂ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表4の2付表・別表5の2(2)付表]タブ 自動転記

Ａ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表5の2(1)付表1]タブ 自動転記

■[租税公課の納付状況等]の[その他の税金の納付(還付)状況]ＲＰ

5,000
Ｃ

5,000

メニュー108の[連結法人税ＲＰ

の入力制御に関する設定①]タブ

で連動すると設定している場合
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(4) 別表処理

上記(3)のように入力した場合の別表処理は、次のとおりとなります。

【別表4の2付表】

区 分 総 額 留 保 社外流出

当期利益又は当期欠損の額 1 △238,000 △238,000

減算 収益として経理した連結法人税個別帰属額等 21 67,000 67,000

法人税額から控除される所得税額の個別帰属額 37 5,000 5,000

個別所得金額又は個別欠損金額 54 △300,000 △305,000 5,000

【別表5の2(1)付表1】

区 分
期首利益 当期の増減 翌期首利益

積立金額 減 増 積立金額

未収入金(連結法人税個別帰属額等) △30,000 △27,000 △67,000 △70,000

未払連結法人税個別帰属額及び未払 21 中間

連結地方法人税個別帰属額 27,000 27,000 確定 68,000 68,000

【別表5の2(2)付表】

税目及び連結事業年度
期首現在

当期発生税額
当期中の納付税額 期末現在

未納税額 充当金取崩 仮払経理 損金経理 未納税額

源泉所得税・外国税 5,000 5,000 0

～

各連結法人の連結法人税個別帰属額及び連結地方法人税個別帰属額の発生状況等の明細

連結事業年度
期首現在

当期発生額
当期中の決済額 期末現在

未決済額 支払額 受取額 未決済額

前期分 △27,000 27,000 0

当期分
中間

△68,000

確定 △68,000

計 △27,000 △68,000 27,000 △68,000

【個別帰属額の届出書】 【個別帰属額の届出書付表】

個別所得金額又は個別欠損金額 1 △300,000 算出連結法人税個別帰属額に係る
1 △3,000

算出連結法人税個別帰属額 2 △60,000 連結地方法人税個別帰属額

連結法人税個別帰属額計 10 △60,000 連結地方法人税個別帰属額 4 △3,000

個別控除税額 11 5,000 ※法人税率20％、地方法人税率を5％と仮定して計算

連結法人税個別帰属額 14 △65,000

ポイント 赤字法人の場合でも、源泉所得税の支払いを「損金経理」する理由

単体納税で赤字法人の場合は、期中に支払った源泉所得税を仮払経理して、別表5(1)に「仮払諸税」として記載

し、翌期に国から還付を受けたときに別表5(1)で「仮払諸税」を消却します。一方、連結納税の場合は、上記別表

の記載例のとおり、源泉所得税の還付額は連結法人税個別帰属額に含めて計算されて、連結親法人から還付を受け

ることとなります。そのため、2頁の(1)②③のように、期中の源泉所得税の支払時は「損金経理」し、連結親法

人から受け取る源泉所得税の還付額は、連結親法人に対する｢未収入金｣として会計処理しています。

なお、以下の会計処理の場合でも、上記(4)の別表処理と同様になると考えられます。

源泉所得税の支払時：(借)仮払金 5,000円／(貸)配当金 5,000円

控除所得税の振替 ：(借)法人税、住民税及び事業税 5,000円／(貸)仮払金 5,000円

確定申告分の計上 ：(借)親会社未収入金 70,000円／(貸)法人税、住民税及び事業税 70,000円

そ
の
他

損
金
不
算
入

別表6の2(1)から

自動転記

税務上の金額

自動計算

会計上の金額
貸借対照表の

残高と一致

自動計算
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３．子法人Ｂ(黒字法人)の場合

(1) 会計処理

① 前期確定分の連結法人税個別帰属額の精算

子法人Ｂは、親法人Ｐに前期確定分の個別帰属額(35,000円)を支払いました。また、未払金の残額5,000

円を取り崩しました。

(借)未払金(親法人Ｐ) 35,000 (貸)現金及び預金 35,000 Ａ

(借)未払金(親法人Ｐ) 5,000 (貸)法人税、住民税及び事業税 5,000 Ｂ

② 源泉所得税の計上

受取配当金に対する源泉所得税(20,000円)を損金経理しました。

(借)法人税、住民税及び事業税 20,000 (貸)受取配当金 20,000 Ｃ

③ 確定分の連結法人税個別帰属額等の計上

子法人Ｂは、親法人Ｐに支払う確定分の連結法人税個別帰属額等(100,000円)を未払金として計上しまし

た。

(借)法人税、住民税及び事業税 150,000 (貸)親会社未払金 150,000 Ｄ

(2) 損益計算書・貸借対照表

損益計算書 貸借対照表

税引前当期純利益 800,000 親会社未払金 150,000

法人税、住民税及び事業税 165,000

当期純利益 635,000

(3) 入力画面

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表4の2付表・別表5の2(2)付表]タブ

Ｄ－Ｂ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表4の2付表・別表5の2(2)付表]タブ

Ａ

■[連結法人税個別帰属額等]ＲＰの[別表5の2(1)付表1]タブ 自動転記 自動転記

メニュー108の[連結法人税

ＲＰの入力制御に関する設

定①]タブで連動すると設

定している場合
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■[租税公課の納付状況等]の[その他の税金の納付(還付)状況]ＲＰ

20,000
Ｃ

20,000

(4) 別表処理

上記(3)のように入力した場合の別表処理は、次のとおりとなります。

【別表4の2付表】

区 分 総 額 留 保 社外流出

当期利益又は当期欠損の額 1 635,000 635,000

加算 損金経理をした連結法人税個別帰属額等 15 145,000 145,000

法人税額から控除される所得税額の個別帰属額 37 20,000 20,000

個別所得金額又は個別欠損金額 54 800,000 780,000 20,000

【別表5の2(1)付表1】

区 分
期首利益 当期の増減 翌期首利益

積立金額 減 増 積立金額

未払金(連結法人税個別帰属額等) 40,000 35,000 145,000 150,000

未払連結法人税個別帰属額及び未払 21 中間

連結地方法人税個別帰属額 △35,000 △35,000 確定 △148,000 △148,000

【別表5の2(2)付表】

税目及び連結事業年度
期首現在

当期発生税額
当期中の納付税額 期末現在

未納税額 充当金取崩 仮払経理 損金経理 未納税額

源泉所得税・外国税 20,000 20,000 0

～

各連結法人の連結法人税個別帰属額及び連結地方法人税個別帰属額の発生状況等の明細

連結事業年度
期首現在

当期発生額
当期中の決済額 期末現在

未決済額 支払額 受取額 未決済額

前期分 35,000 35,000 0

当期分
中間

148,000

確定 148,000

計 35,000 148,000 35,000 148,000

【個別帰属額の届出書】 【個別帰属額の届出書付表】

個別所得金額又は個別欠損金額 1 800,000 算出連結法人税個別帰属額に係る
1 8,000

算出連結法人税個別帰属額 2 160,000 連結地方法人税個別帰属額

連結法人税個別帰属額計 10 160,000 連結地方法人税個別帰属額 4 8,000

個別控除税額 11 20,000 ※法人税率20％、地方法人税率を5％と仮定して計算

連結法人税個別帰属額 14 140,000

そ
の
他

損
金
不
算
入

別表6の2(1)から

自動転記

税務上の金額

会計上の金額

貸借対照表の残高と一致

自動計算
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